
53

30 | 名称及び要約 /分析

公式名称及び要約 司法長官作成

提案 歳入公債。州全域の有権者の承認。 
州民発案による憲法改正。53

立法部の分析家による分析

背景
州は現金と借り入れを利用して基幹施設
プロジェクトの費用を支払う。州は橋や
ダム、刑務所、庁舎などさまざまな種類
の基幹施設プロジェクトを構築する。場
合によっては、州は毎年受け取る税収を
利用して「無借金」でプロジェクトの費
用を支払うこともある。それ以外の場合、
特に大型プロジェクトの場合は、州はプ
ロジェクトの費用を支払うために借金を
する。 

州は公債を利用して金銭を借り入れる。
州が金銭を借り入れる主な方法は投資家
に公債を売ることである。州は徐々にこ
れらの投資家に利息をつけて返済する。
州は主に一般義務公債と歳入公債の 2種
類の公債を発行する。州は主に法人税と

売上税から捻出される州の一般財源を利
用して、一般義務公債を返済する。その
一方で、州は通常プロジェクトの利用者
が支払う料金やその他の手数料（橋の利
用料など）からの歳入を利用して公債を
返済する。図 1は州の歳入公債の仕組み
を表している。(州の公債の使用に関する
より詳しい情報については、この投票ガ
イドで後述される「州の公債発行借入金」
の概要を参照のこと ) 

州の歳入公債には有権者の承認は必要な
い。California州 憲法では、州の一般義務
公債には州がプロジェクトの支払いにこ
れらを使用する前に有権者の承認が必要
となる。現行の州法では、州の歳入公債
には有権者の承認は必要ない。

• すべての歳入公債の州による発行また
は販売について、公債総額が 20億ドル
を超える特定プロジェクトにおいては、
事前に州全域の有権者の承認を必要と
する。

• 州政府、または州と連邦政府機関、そ
の他の州、および /または地方自治体と
の合同機関によって、資金提供あるい
は保有、運営、管理されているすべて
のプロジェクトに提供される。

• 州全域の有権者の承認を回避するため
に、プロジェクトを複数の個別プロジェ

クトに分割することは、禁止される。

州議会アナリストによる州および地方
自治体の財政への基本的な影響につい
ての予測概要：
• 州政府および地方自治への財政的影響
は不明であり、これはどのプロジェク
トが本法案の影響を受けるか、および
有権者がこれを承認するかどうか、政
府機関が実施する代替プロジェクトや
アクティビティのコストがもとのプロ
ジェクト提案より高くなるか低くなる
かによって異なるためである。 
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立法部の分析家による分析 続き

提案
いくつかの州の歳入公債に有権者の承認
が必要となるようにする。この法案では、
以下の条件をすべて満たすような歳入公
債について、州全体の有権者の承認が必
要となる：
• 州が歳入公債を発行する。歳入公債
は州、および州が設立するか州がメ
ンバーであるような特定の協会によ
り発行される。州全体の投票の要件
は市、郡、学校、コミュニティカレッ
ジ、および特別区が発行する公債に
は適用されない。

• 州のプロジェクトのために発行され
る公債。歳入公債は州が資金提供、
所有、運営、または管理するプロジェ
クトのために発行される。この法案
には有権者の承認を回避するために
単一のプロジェクトが複合プロジェ
クトから分離されるのを防ぐ条項も
含まれる。

• 20億ドルを超えるプロジェクトのた
めの公債。合計 20億ドル以上のプロ
ジェクトのために発行される歳入公
債。この法案の下では、インフレに
合わせて毎年金額が調整される。
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図 1

州の歳入公債の仕組み

州は歳入公債を発行することで投資家から
金銭を借り入れる 州の建設プロジェクト

プロジェクト州投資家

州は投資家に返済する プロジェクトのユーザーは手数料 /
料金を支払う



53

32 | 名称及び要約 /分析

立法部の分析家による分析 続き

財政的影響
この法案の州と地方政府への財政的影響
は不明である。この法案の有権者の承認
要件により影響を受けるほど大型のプロ
ジェクトがそれほど多いとは考えにくい。
しかし、影響を受けるこれらのプロジェ
クトについては、財政的影響は州、地方
政府、および有権者がこの法案の投票要
件にどのような対応を取るかにかかって
いる。 

比較的僅かなプロジェクトのみが 
対象となる可能性の高い法案 

20億ドルを超えるプロジェクトは僅かで
ある。この法案の有権者の承認のための
20億ドルの要件を満たすほど大型のプロ
ジェクトは比較的少数である可能性が高
い。州の 20億ドルを超えかつ歳入公債
を利用することになる 2つのプロジェク
トは（1）Sacramento-San Joaquin 河デ
ルタに水を運ぶ 2本のトンネルを建設す
る California州「WaterFix」プロジェクト、
および（2） California High-Speed Railプ
ロジェクト。新しい橋やダム、有料高速
道路などの他の大型プロジェクトが将来
影響を受ける可能性もある。 

どのプロジェクトが影響を受けるかは不
確かである。非常に多数のプロジェクト
がこの法案の影響を受けるほど大型であ
るという可能性は低いものの、どのプロ
ジェクトが影響を受けるかについては不
確定な要素がある。これはこの法案が「プ
ロジェクト」を定義しないためである。
その結果、裁判所および州は何を単一の

プロジェクトとみなすかについて判断を
下さなければならなくなる。例えば、場
合によっては、プロジェクトを単一の建
物として狭く定義することができる（病
院など）。別の場合には、プロジェクトが
より大きな複合体の中の複数の建物を含
むものとしてより広く定義することがで
きる（医療センターなど）。定義が広くな
るほど、より多くのプロジェクトが 20億
の要件を満たすことになり、従って有権
者の承認が必要となる。

政府機関と有権者の反応が費用にどの
ように影響を及ぼすか
政府と有権者は異なる行動を取ることが
できる。提案されたプロジェクトが有権
者の承認に関するこの法案の要件を満た
す場合、政府と有権者は異なる方法で対
応することができる。これらの対応は、
次に、もしある場合はこの法案の財政的
影響を決定する。 

• 一方では、州が選挙を実施して有権
者がプロジェクトを承認した場合、
州は歳入公債を利用して計画通りに
プロジェクトを進めることができる。
その結果、この法案による僅かな財
政的影響が生じる。 

• 一方、有権者がプロジェクトを拒否
するか、または州がこの法案が要求
する選挙を実施しないことを選択す
る場合、州はプロジェクトに歳入公
債を利用することができない。歳入
公債の補助がない場合、州および /ま
たは地方政府はプロジェクトが 取
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り組む予定であった問題を解決する
ための他の行動を取ることも考えら
れる。彼らは（1）大型プロジェクト
を他の小型プロジェクトに置き換え
る、（2）プロジェクトの必要性を軽
減するような他の活動を行う、また
は（3）歳入公債を使用する代わりに、
プロジェクトの費用を支払う他の方
法をみつけるかもしれない。これら
の行動は、政府が進める特定の代替
案に応じて、また元のプロジェクト
提案とどのように比較されるかによ
り、賞味費用を増加させる場合と低
減させる場合がある。

ある種の行動は費用負担を増加させるこ
とになる。政府と有権者のｊこの法案に
対するある種の対応は州および地方政府
の費用負担を増加させることになる。例
えば、州および地方政府にとって、より
小規模な複数のプロジェクトを完成させ
る方が、州が元のより大型のプロジェク
トを構築する場合よりも費用が高額にな
る場合がある。これは大型のプロジェク
トの方がそのプロジェクトが取り組もう
とする問題をより効率的に解決する方法
である場合に生じる。
州は歳入公債以外のより高額な方法でプ
ロジェクトに資金を出すこともできる。
例えば、州はプロジェクトのために公債
を発行する民間企業と提携することがで
きる。その場合、州は民間企業に返済し
なければならない。民間企業はプロジェ
クトから利益を得る必要があるため、州

はより高額の費用を負担することになる。
また、民間企業は州よりも高い金利を支
払うはずである。民間企業はこれらのよ
り高額な借入費用を州に転嫁する可能性
が高い。
費用を低減させるような行動もある。別
の種類の対応が州経費と地方経費を低減
させることも可能である。例えば、州お
よび地方政府は既存の基幹施設をより上
手く活用する方法をみつけるかもしれな
い。例えば、地方水道機関は新しいダム
の建設や、より多くの水を提供するその
他のプロジェクトの必要性を低減させる
ような水の保全対策を実施することもで
きる。このような行動によって既存の基
幹施設が州のニーズを適切に満たすこと
ができるなら、新たなプロジェクトを構
築するために金銭を支出しなかったこと
で節約となる。 

州は歳入公債を利用するよりも安い方法
でプロジェクトに資金を出せる場合もあ
る。例えば、州は一般義務公債を利用し
て金銭を借り入れることができるかもし
れない。州の一般義務公債には有権者の
承認が必要であるが、歳入公債よりも利
率が低いため節約となる。 

本法案に賛成または反対するために結成 

された委員会のリストについては、 

http://www.sos.ca.gov/measure-contributions を
ご覧ください。委員会の献金トップ 10 リスト
にアクセスするには、http://www.fppc.ca.gov/

transparency/top-contributors/nov-16-gen-v2.html 

をご覧ください。
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